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一般競争入札は、競争の質の向上の観点から十分にして最小限の客観的な条件が設

定された運用が行われると考えます。ペーパーカンパニーや不適格業者を排除し、適

正な施工の確保等を図るとともに、事業者の意欲を高め、技術と経営の向上を促進す

る観点から、競争参加条件の設定において、企業の施工能力や技術者の資格等を適切

に評価し、反映させるべきと考えます。特に、本業務においては特殊車両（路面清掃

車・散水車）を運転しながら清掃を行う作業であり、施工能力を有していない企業が

受注した場合、安全・品質管理の低下が懸念されるため、必要な条件（下記①②）を

設定いただき、適切にチェックされることを要望します。 

①過去５年以内に国又は地方公共団体が発注する供用中の道路（道路法に基づく道路）

における道路機械清掃業務について、元請としての契約履行実績を１件以上有する

ことが証明できる者であること（業務が完了しているものに限る）。 

【本業務は供用中の道路（道路法に基づく道路）の機械清掃業務であり、未供用道

路では契約の適正な履行を確保できないため】 

②発注者が指定する全ての機材（車両の左右に清掃ブラシを有する路面清掃車、3000

リットル積以上の散水車及び４ｔ積級以上に該当するダンプトラック）を所有又は

12 ヶ月以上の長期賃貸借契約により、事後審査時に使用できる状況にあることを証

明できる者であること。なお、長期賃貸借契約については自動車検査証の「使用者

の氏名又は名称」欄に申請者の商号又は名称があることを条件とする。 

（回答） 

①について、環境局が発注している道路機械清掃業務委託の現行の入札参加資格は「平

成 26年度以降、国又は地方公共団体が発注する道路機械清掃業務について、元請としての

契約履行実績を有すること（業務が完了しているものに限る。）」と、過去 10年以内に同種

業務の実績を有していることとしていますが、これまで受注者の履行能力不足等により契

約が適正に履行されなかったことはなく、環境局としては現行の入札参加資格で適正に履

行を担保できていると認識しています。 

②について、現行契約では、使用機材（車両等）に関して「原則として、受注者が使用

する機材については、自らが常時使用できることとする。なお、やむを得ず第三者の保有

する機材を使用する場合は、あらかじめ発注者の定める承諾書（別紙８）により届け出て、

発注者の承認を得なければならない。」としており、環境局としては現行の入札参加資格で

適正に履行を担保できていると認識しています。 

なお、今後の入札事務の参考とするため、直近２回の入札に参加した事業者を対象とし

た事業者向けアンケートを実施し、使用機材（車両等）を所有又は 12ヶ月以上の長期賃貸

借契約により事後審査時に使用できる状況にある事業者数の調査を行うなど、引き続き適

正な履行が担保できるよう、入札参加資格や仕様についての検討を行ってまいります。 

担当 環境局 事業部 事業管理課 電話：06-6630-3236 
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前項と重複する部分ですが、品質・安全の向上を目的として「道路清掃業務委託認

定制度」の活用をしていただきたい。大阪府では、本業務に係る適格性の審査を行い、

適格又は不適格の認定を行い、認定された事業者が入札に参加する制度となっていま

す。大阪府認定制度（別紙１）を参考に大阪市でも本制度を取り入れていただくこと

を要望します。 

（回答） 

環境局としては現行の入札参加資格で適正に履行を担保できていると認識しておりま

す。 

担当 環境局 事業部 事業管理課 電話：06-6630-3236 
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本業務の入札について、最低制限価格を見直していただきたい。毎年のように労務単価・

諸経費等が上昇変動していく中で、品質確保・安全管理・産業保護・略奪的価格の抑止・契

約の適正な履行を確保する観点（ダンピング受注防止）から、本業務における最低制限価格

率の改正を取り入れていただくよう要望します。 

尚、最低制限価格率の算定については、国土交通省発注の同種業務に採用されております

中央公契連モデル（最低制限価格率 89％～91％程度）【（別紙２）参照】 

【直接工事費の 97％＋共通仮設費の 90％＋現場管理費の 90％＋一般管理費の 68％】を採用

していただくよう要望します。 

（回答） 

環境局は道路管理者ではなく、道路の表面管理（清掃）の発注部局であり、道路機械清掃業務

は労働集約的業務であるとの認識のもと、業務委託として建設物価等の資料から予定価格を積み

上げて算出しており、工事積算ではありません。 

これまでもこの積算方法で多数の有効な応札や適正な履行を担保できていることから、積算方

法は適正であると認識しています。 

 

業務委託契約に係る最低制限価格制度については、ダンピングのおそれが高く、契約内容の適

正な履行が確保されない恐れがある業務について、運用しているところです。 

最低制限価格の算定においては、「業務委託契約に係る最低制限価格設定基準」に必要な事項

を定めており、改正にあたっては、「最低制限価格設定基準及び低入札価格調査制度における調

査基準価格の算定式の改正について（基本方針）」により取扱いを定め、その中で中央公共工事

契約制度運用連絡協議会モデルを適用することとしております。 

なお、発注に際し最低制限価格等を設定する場合は、事業所管所属にて当該価格が労働関係法

令（最低賃金等）に抵触しないことを確認のうえ設定しております。 

 

（参考） 

上記基準第３条第１項及び第２項 

（工事請負契約と同様の積算方法で予定価格を算出しているもの） 

次に掲げる額の合計額 

ア 直接業務費の額に 10分の 9.7を乗じて得た額  

イ 共通仮設費の額に 10分の９を乗じて得た額  

ウ 現場管理費の額に 10分の９を乗じて得た額  

エ 一般管理費等の額に 10分の 6.8を乗じて得た額 

上記基準第３条第３項 

（物価資料、建設物価等の資料から予定価格を積み上げて算出しているもの） 

予定価格に 10分の 7.5を乗じて得た額 



担当 
環境局 事業部 事業管理課 電話：06-6630-3236 

契約管財局 契約部 契約課 電話：06-6484-7083 

 


